
1 

 

板橋区産業振興構想 2035（素案）に対するパブリックコメントと区の考え方 
 

◎ 募集期間： 2025年 8月 23日（土）～9月 5日（金）【14日間】 

◎ 件数：23件・6人（メール 1人、Ｗｅｂ提出 5人） 

№ 項目 意見の概要 区の考え方 

１ 全体 

 本構想の方向性に賛同する。 

 区の支援として高付加価値の研究

開発、モノ起点からサービス起点へ

の転換、連携の仕組みづくりが必要

である。 

 研究開発・デジタル活用・社会実

装・文化承継を束ねる実戦的な支

援に踏み込むことを期待する。 

〇施策 1「産業連携体制の充実」に

て、産・官・学・金および事業者間の連

携の仕組みづくりを進めます。また、

施策３「「時代に合わせたトランスフォ

ーメーション支援」にて、世の中の産

業の潮流を踏まえた、業態転換・事業

拡大支援を行います。 

２ 全体 

 企業を政策の主体と考え、各政策

をバランス良く支援する体系を構築

している点が良い。 

 また、時代の変化に応じた、人材の

育成と活躍を重視している点も良

い。 

〇取組１「産業振興施策の推進体制

の構築」にて、変化する事業者の課題

を面的に把握し、区内産業に求めら

れている施策の見直しや再構築にス

ピード感を持って実行していきます。 

〇労働人材の確保がさらに難しくな

っていく中で、多様な人材の確保と中

核人材の育成を重要視し、施策２「次

代を担う人づくり」を推進していきま

す。 

３ 

第 4章 

2035 年に向

けた産業振興 

 施策 12「将来の区内産業を担う児

童・生徒・学生を育てる次世代教

育」（※素案時の名称）の実施にお

いては、”絵本のまち板橋”の取組

を活用し、教育的な児童書との触れ

合い機会の提供などを行ってほし

い。 

〇戦略３「絵本のまち戦略」の中で可

能性を検討していきます。 

４ 

第 4章 

2035 年に向

けた産業振興 

 区内に 100ある商店街の活性化を

図り消費を向上させ、商店街の街

「板橋区」を目指してはどうか。 

〇都市再生と連動し、戦略２「板橋ブ

ランド戦略」や戦略３「絵本のまち戦

略」、戦略５「にぎわい・ウェルネス戦

略」の中で可能性を検討していきま

す。多様な産業が集積している強み

を活かし、工業や農業との連携による

競争力の向上を図ります。 



№ 項目 意見の概要 区の考え方 

５ 全体 

 総花的で的が絞れていない様に思

われる。 

 何でも板橋区単独で解決しようと

するのでなく、他区、東京都、あるい

は近隣市部との連携を含めたベン

チマーク或いは広い視野を持って

策定していただきたい。 

 

〇本構想の趣旨が「区の産業振興の

指針となる」ことであるため、網羅的

に戦略・施策を示しています。区内産

業の課題を面的に捉えたうえで、各

戦略・施策の実行において注力すべ

き箇所を見極めながら取組みます。 

〇産業振興の基本的な視点の１つで

ある「連携」においては、区内だけで

はなく東京都・他区・近隣市部も視野

に入れています。 

６ 

第 4章 

2035 年に向

けた産業振興 

 2035 年の将来像で「区内産業の

成長」と「区民生活の質の向上」を

結びつけているが、2 つの事象はそ

れぞれが独立事象であり、結びつ

けることに意味がない。 

〇産業振興によって「区内産業の成

長」だけが起きている状態では無く、

「新たな技術・製品を生み出し生活を

便利に・豊かにする」ことと「区内産業

の魅力を知り次世代担う人材が育

つ」循環によって、「区内産業の成長」

と「区民生活の質の向上」が連動して

相乗効果を生み出している状態が、

めざすべき将来像であると考えてい

ます。 

７ 

第 4章 

2035 年に向

けた産業振興 

 区内企業との連携に関心のある企

業を区内へ呼び込むとあるが、工

業だけを考えた場合、日本で第二

次産業が衰退していく中で、区内に

呼び込む必然性が感じられない。 

〇人口減少社会において産業を発展

させていくためには、事業者間での連

携を通じて社会課題解決に通じるイ

ノベーションの創出が必要であるた

め、イノベーションに意欲的な区外企

業を呼び込む必要があると考えてい

ます。 

８ 

第 4章 

2035 年に向

けた産業振興 

 施策 12「将来の区内産業を担う児

童・生徒・学生を育てる次世代教

育」（※素案時の名称）において、児

童・生徒・学生に知識として板橋区

の産業を理解してもらい、郷土愛を

育てることは大事だと思うが、区内

産業を担わせる必然性は感じられ

ない。 

〇今後の労働人材不足に対応するた

め、区内の児童・生徒・学生に地域産

業の魅力を伝える次世代教育が重要

です。この取組は、地域産業への理

解を深め、将来の選択肢を広げるこ

とが目的です。 

区内産業を知ることで郷土愛を育

み、将来的に区内での就職や起業も

視野に入れられるよう多様な学びの

機会を提供します。区外で活躍する

場合でも、板橋区との関わりを持ち続

け、区産業の発展に貢献できる視点

を養います。 



3 

 

№ 項目 意見の概要 区の考え方 

９ 

第 4章 

2035 年に向

けた産業振興 

 将来像を実現するための 3 つの柱

のうちの「時代の変化を乗り越える

産業基盤の強化」においては次世

代を見据えた「知」が大事である。

理工系大学のサテライトを開設する

ことも必要ではないか。 

〇理工系の教育機関などと関係を強

化していくことが分かるよう、戦略６

「歴史・研究戦略」に「板橋区産業との

関連性が高い理工系機関との関係強

化」を趣旨とした文言を追加します。

具体的には、取組１２「将来の区内産

業を担う子ども・学生を育てる次世代

教育」にて、理系人材の育成を推進し

ます。 

10 

第 4章 

2035 年に向

けた産業振興 

 業種別の方向性において、工業・商

業・農業と分類しているが、現在は

サービス業の比重が高まってきて

いるため、商業とサービス業は独立

して考えるべきであり、サービス業

に対する施策が重要になる。 

 農業は産業の形態をなしていると

は思えず、産業構想に含める必要

はない。 

〇多様な産業が集積していることが

板橋区産業の強みと考えており、本

構想で掲げる将来像・戦略・施策は区

内の全産業を対象としています。 

〇農業は工業・商業と比べ小規模で

はあるものの、区民が関われる農業

をはじめ先端機技術等を活用した都

市型農業の可能性があるため、区で

は産業のひとつと捉えています。 

11 

第 4章 

2035 年に向

けた産業振興 

 工業の方向性１に「工業都市として

発展を続けるための工業集積の維

持・拡大」とあるが、板橋区は工業

都市として存在する意義は無い。 

 工業の企業誘致に走るのは時代に

逆行していると思われる。企業を誘

致するのであれば研究開発型の企

業や大企業の研究開発部門を誘致

する方が時代にマッチしている。 

〇区は東京 23 区内において製造品

出荷額等の割合が 2 番目に大きく、

また、都内陸部随一の工業専用地域

を有していることから、工業は区内産

業の中核であると捉えています。 

〇企業誘致は区全域では無く、強み

である工業専用地域を中心に進めま

す。また、取組８「多領域での連続した

イノベーション創出支援」におけるデ

ィープテック推進とも連携し、研究開

発型の企業も視野に呼び込みを進め

ます。 

12 

第 4章 

2035 年に向

けた産業振興 

 区内でも民泊などが進んでおり、観

光業やバス、タクシ－の運送業、倉

庫業といった視点も必要である。 

〇戦略１「スマートシティ戦略」にて記

載しているとおり、区の強みである充

実した交通網や物流拠点をこれまで

以上に活用することで区内事業者の

競争力強化をめざしています。 

13 

第 4章 

2035 年に向

けた産業振興 

 施策 1「区内事業者と支援機関が一

体となった産業マネジメント組織の

組成」、施策 2「コーディネート機能

の強化と区内外の支援機関とのネ

ットワークの強化による包括的な伴

走支援」（※素案時の名称）にて、中

小企業診断士が核となる人材とし

て、区内の幅広い事業者に対して

公平かつ専門的な伴走支援を提供

できると考える。 

〇本構想では、区が産業振興に関わ

るプレイヤーのハブとなり連携を強化

していきます。2 ページに記載してい

る将来像の図で示すように、中小企

業診断士などの士業の方々も産業振

興に関わるプレイヤーと捉えており、

連携することで共に将来像を実現し

ていきます。 



№ 項目 意見の概要 区の考え方 
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第 4章 

2035 年に向

けた産業振興 

 施策３「区内の若手や地域の人材を

中心とした多様な人材の確保・定着

支援」（※素案時の名称）に賛成す

る。 

 これまで十分に活用されてこなかっ

た人材層への支援、採用後の定着

支援に重点を置いている点は高く

評価する。また、イノベーションを起

点とした新産業の創出と、魅力ある

大学づくりとの連動は、地域におけ

る人材育成と雇用創出の好循環を

生み出す可能性がある。 

 具体案として、人材の定着を促すた

めに、ソフト面での支援策・定着状

況の可視化・評価が可能となるツー

ルの提供、区内事業者間での人材

シェアリング、キャリア相談窓口の

設置など、地域ぐるみの雇用支援

体制の構築を期待する。 

〇取組３では、今後労働人材の確保

がさらに難しくなっていくことを踏まえ

て、これまで採用できていなかった新

たな人材の確保、産業全体で適材適

所を図ることが出来る雇用の推進、

事業者が採用した人材の定着を促す

ための支援を行っていきます。 

〇取組２「包括的な伴走支援体制の

強化」とも連動し、区内事業者が必要

な人材を確保・定着できるような支援

の可能性を検討していきます。 

15 

第 4章 

2035 年に向

けた産業振興 

 施策５「外部に開けた事業承継・新

規創業支援と産業のトレンドをフル

活用した事業継続支援」（※素案時

の名称）は地域産業の持続性と競

争力を高めるための重要な取り組

みであり全面的に支持できる。 

 実効性を高めるために、廃業情報

の可視化とデータベース化、マッチ

ング後の事業承継に対する専門家

による継続的な伴走支援の制度

化、廃業に伴う空き店舗や設備を

創業希望者に低コストで提供する

制度の導入、DX・カーボンニュート

ラル導入支援の実践型研修の開

催、経営者の高齢化や後継者不在

の課題解決や DX・データ活用を実

装していく際に中小企業診断士の

関与を積極的に位置付けていくの

はどうか。 

〇取組５にて、新たな情報や人材を活

用した事業承継支援や、DX・カーボ

ンニュートラルへの対応支援を行って

いくとともに、実施の可能性を検討し

ていきます。 

〇金融機関や士業などの関係支援団

体との連携を強化しながら各支援を

行います。 
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第 4章 

2035 年に向

けた産業振興 

 施策７「「板橋重点イノベーション分

野」を中心としたイノベーション創出

をリードするスタートアップの育

成」、施策８「「板橋重点イノベーショ

ン分野」を中心とした多領域での連

続したイノベーション創出支援」重

点分野に限定した支援では裾野が

狭く、地域全体の創業活性化には

不十分である。 

 商業・教育・福祉・地域サービスなど

多様な創業ニーズにも支援枠の設

置、分野横断型のスタートアップ支

援メニューの整備、区内創業者数

割合の向上を KPI として設定した

うえでの定量的な評価、中小企業

診断士がコーディネーターとなった

異業種交流や産学官連携を推進し

ていくのはどうか。 

〇「板橋重点イノベーション分野(※

素案当時の名称、原案での名称は

「注力分野」)」は、今後の市場成長や

区の地域特性などを踏まえて設定し

た板橋区らしさを発揮しつつ戦略的

なイノベーションの創出を図るための

もので、定期的に見直しを行います。

一方で、多様な産業が集積する区の

強みを活かせるよう、各戦略・施策は

広範な分野へ支援を実施します。 

〇区内創業者数割合の向上は区内

産業の現状を表す数値として、内部

的に現状調査・測定をしていきます。 

〇金融機関や士業などの関係支援団

体との連携を強化しながら各支援を

行います。 

17 

第 4章 

2035 年に向

けた産業振興 

 施策 9「産業全体の付加価値向上

と事業者の利益につながるブランデ

ィング」、施策 10「イノベーション・エ

コシステムの形成・拡大につながる

産業情報の発信」（※素案時の名

称）では、区内事業者の「らしさ」や

「地域性」を活かすことが鍵である

ため、企業の人間的な側面を伝え

て共感を呼んでほしい。 

 区外との交流機会は、単発イベント

にとどまらず、継続的な関係構築を

支援する仕組みを整備し、中小企

業診断士が国内外への販路開拓や

ブランド構築の支援を推進していく

のはどうか。 

〇取組 9にて各業種と区産業全体の

強みを捉えたブランディングを行い、

取組 10 にてイノベーション・エコシス

テムを拡大するための区内外への産

業情報の発信を行います。具体的な

内容については、取組 10の中で検討

を進めます。 

〇金融機関や士業などの関係支援団

体との連携を強化しながら各支援を

行います。 

18 

第 4章 

2035 年に向

けた産業振興 

 「工・商・農の連携」が掲げられてい

るが、産業間でどのような連携を図

るのか、具体的な施策やモデルが

明示されていない。各業種の強み

を活かした連携モデルを構想内に

具体的な提示、連携の実証フィール

ドや支援スキームの整備、連携成果

を測定可能なＫＰＩの設定をしては

どうか。 

〇戦略４に記載のとおり、業種を超え

た共創が生まれる場づくりを行い、今

後の事業検討にて具体化していきま

す。 

〇施策４「共創によるイノベーション

創出」、施策６「子どもや区民への板

橋産業ブランドの浸透」、施策7「社会

実装を通じた体験機会の創出」を中

心に、業種間連携の場となる実証フィ

ールドや支援スキームを具体的に検

討していきます。 

〇KPI の測定手法は今後具体的に

設定していきます。 
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19 

第５章 

「板橋区産業

振 興 構 想

2035 」 の 推

進体制 

 設定されているＫＧＩ・ＫＰＩは定性的

な指標が中心であり、施策の成果

を客観的に評価するには不十分で

ある。KPI に定量的指標を併記、定

性的ＫＰＩについても評価方法を明

示、短期・中期・長期の KPI を段階

的に設定し PDCAを回せる仕組み

としてはどうか。 

〇素案に記載していた KGI・KPI に

ついては、新たに構築する産業推進

体制における十分な議論を行い詳細

設定をすることとし、原案からは具体

的な指標を記載しておりません。 

〇本構想では、「区の産業振興施策

の成果が反映され真摯に結果に向き

合うことが出来る」・「目標値の達成が

産業の発展につながっていることが

実感できる」・「区と事業者が共に目

標値の達成に向けて取組める」ことが

重要な観点であると考え、KGI・KPI

を独自指標で設定していきます。 

〇また、独自調査の設計の中で、具

体的な評価方法を設計します。また、

各戦略・施策によって創出された個別

の成果も継続的に測定し、定期的に

公表していきます。 

20 

第５章 

「板橋区産業

振 興 構 想

2035 」 の 推

進体制 

 板橋区の産業振興に向けた戦略 3

〜5の方向性に強く賛同する。 

 そのうえで、成長志向事業者への

支援では、低コスト・実践的・短期で

成果が見える」設計が望ましく、イノ

ベーション創出支援では、ワークシ

ョップや共同プロジェクトの設計に

おけるファシリテーションや関係性

構築の支援の提供、区外とのつな

がり強化では、情報発信やブランデ

ィングは区内事業者の「らしさ」や

「地域性」を活かす企業の人間的な

側面を伝えて共感を呼んでほしい。 

〇将来像実現に向けた３つの柱のう

ち、2 つ目の柱である「イノベーション

を起点とした成長志向の産業育成」

は特に注力していく箇所と捉え、施策

３～５を推進します。施策 3～５にて

実施する取組５～１０の中で各事項の

可能性を検討していきます。 
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第１章 

「板橋区産業

振 興 構 想

2035 」 の 概

要 

 2035 年の将来像の図において、

「区内産業の成長」の矢印と、「区内

大企業・中堅企業」「区内中小企

業」「スタートアップ」の企業規模が

一致しておらずわかりにくいため、

「区内大企業・中堅企業」と「スター

トアップ」を入れ替えてはどうか。 

〇「区内産業の成長」の矢印と「区内

大企業・中堅企業」「区内中小企業」

「スタートアップ」の企業規模の大小

が一致するよう、「区内大企業・中堅

企業」と「スタートアップ」を入れ替え

ます。 

22 

第３章 

区内産業と産

業を取り巻く

環境変化 

 農地面積は縮小、農家数も減少傾

向にあるとなっているが、現状の区

内産業の強みに「商業・農業が発展

している」とある根拠は何か。また、

本構想全体を通して農業に関する

記述が少ない。 

〇区内産業の強みは、「商業・農業を

含む多様な産業が集積している」こと

と表現を修正します。 

〇区内産業は、工業が中核でありつ

つ、工業・商業・農業と多様な産業が

集積することが強みと考えています。

そのため、農業については現状の記

載となっています。 
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№ 項目 意見の概要 区の考え方 
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第 4章 

2035 年に向

けた産業振興 

 本構想は、「ブランド創造都市」とい

う将来像を中心に、区内製造業の

持続的成長に向けた方向性を示す

ものとして深く共感する。 

 「産業マネジメント組織の組成」や

「社会実装フィールドの整備」は区

がハブとなることで中小企業の挑戦

を後押しする仕組みとして期待でき

るが、より具体的な支援策や財源の

明示が必要と考える。区民との接点

強化は、製造現場の魅力を伝える

常設展示や体験型イベント、お祭り

の開催などを実現してほしい。 

〇本構想で掲げる「ブランド創造都

市」、産業が成長を続ける循環の実現

を目指して、戦略・施策を推進してい

きます。 

〇各事項については、取組５「産業の

潮流を捉えた事業継続・事業承継・新

規創業支援」や取組６「事業者の成長

を加速させる業態転換・事業拡大支

援」、取組 11「区民が区内産業に共感

する体験機会の創出」の中で可能性

を検討していきます。 

 

 


